
福知山市自主防災組織育成事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」とい

う。）第５条第２項の規定に基づき、自主防災組織（法第７条の規定及び福知山市地

域防災計画により、災害から地域社会を守るため、本市の自治会又は一定のまとまり

のある地域において、住民が自発的に結成し運営する組織をいう。以下同じ。）の育

成支援を行うため、予算の範囲内において福知山市自主防災組織育成事業補助金（以

下「補助金」という。）を交付することについて、福知山市補助金交付規則（昭和 

２８年福知山市規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

（補助対象団体） 

第２条 補助金の交付対象は、自主防災組織とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、自主防災

組織による防災訓練の実施、防災資機材の整備等防災活動とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定

めるものとする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は補助対象経費に３分の１を乗じて得た額とし、補助金の限度額は 

２０，０００円とする。 

２ 前項に規定する補助金の額に1，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てるものとする。 

３ 補助金の申請回数は、自主防災組織ごと１年度につき１回とする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織（以下「補助事業者」という。）

は、補助対象事業の実施までに福知山市自主防災組織育成事業補助金交付申請書に次

の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

（１）歳入歳出予算書 

（２）その他市長が必要と認める書類 

（交付決定及び通知） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、その結

果を福知山市自主防災組織育成事業補助金交付（不交付）決定通知書により補助事業

者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定する場合で、必要があると認めると

きは、条件を付すことができる。 

（補助対象事業の変更等） 

第８条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた補助事業者は、補助対象

事業の内容を変更し、又は中止しようとするときは、速やかに福知山市自主防災組織

育成事業補助金変更交付申請書に当該変更を証する書類を添えて、市長に申請し、そ

の承認を受けなければならない。ただし、補助金の額に変更を生じない場合又は事業

計画の軽微な変更である場合については、市長と協議し、その指示に従うものとす



る。 

２ 前項の規定による申請に対する審査及び通知については、前条の規定を準用する。 

（実績報告書） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、福知山市自主防災組織育成事

業補助金実績報告書に、次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

（１）歳入歳出決算書 

（２）領収書の写し 

（３）事業実施時の写真等 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査の上、補助金

の額を確定し、その旨を福知山市自主防災組織育成事業補助金交付確定通知書により

補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第10条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、前条第２項に規定する通知を受

けたときは、速やかに所定の請求書により市長に請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付の取消し及び返還） 

第11条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消し、又は変更するとともに、既に補助金が交付さ

れているときは、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）規則若しくはこの要綱の規定又は補助金の交付決定に付した条件に違反したと

き。 

（３）前２号に掲げる場合のほか、市長が不適当と認めたとき。 

（その他） 

第12条 この要綱に規定する申請書、報告書等の様式その他必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年１０月１日（次項において施行日という）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の規定は、施行日以後に申請された補助金に適用し、施行日前に申請され

た補助金については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ 改正後の福知山市自主防災組織育成事業補助金交付要綱の規定は、令和３年７月 

１５日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の福知山市自主防災組織育成事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後に申



請された補助金に適用し、施行日前に申請された補助金については、なお従来の例に

よる。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ 改正後の福知山市自主防災組織育成事業補助金交付要綱の規定は、令和７年４月 

１日（次項において施行日という）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の規定は、施行日以後に申請された補助金に適用し、施行日前に申請され

た補助金については、なお従前の例による。 

 

  



別表（第４条関係） 

 

補助対象経費一覧表 

項 目 

情報収集・伝達用資機材整備費 

初期消火用資機材整備費 

水防用資機材整備費 

救出用資機材整備費 

救護用資機材整備費 

避難誘導用資機材整備費 

避難所環境改善用資機材整備費 

給食・給水用資機材整備費 

その他資機材整備費 

保険料 

消耗品費 

啓発活動費 

訓練活動費 

研修費 

その他特に必要と認めるもの 

 


